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（荷重-変位関係を長さ 0 の非線

形バネで表す．その両端に直管を

接続し地盤変位を作用させる．）

荷重 F0 

変位 u0 
評価部位の変形挙動 

図 1 地盤変位の作用 
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地震動を受ける埋設パイプラインの変形量算定手法 
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１．はじめに 

高圧ガス導管耐震設計指針[1](以下，ガス耐震)には，

埋設された直管に地震動が作用した場合に管に生じる

ひずみの算定式[2]が示されているものの，直管の一部に

変形特性が異なる部位が存在する場合は対象としてい

ない．また，弾完全塑性体の応力-ひずみ関係を仮定し

ていることから，塑性域における加工硬化特性を考慮

した変形量の算定も不能である． 

このような場合において，有限要素解析による求解

は有効であるものの，多種多様な諸元を有した管材に

対して逐一変形解析を実行することは，実務上困難と

なる場合が多い．この度，地震動を受ける部材の変形

量を算定する方程式を新たに導出し，上記の問題を解

決するに至ったため，その概要を以下に示す． 
 

２．想定事象と変形量算定手法 

図 1 のように正弦波状の地盤変位が作用する場合を

想定する．地震動を受ける長延長の直管の中央に変形

特性が異なる部位(図 1ではバネとして示す)が存在し，

その荷重-変位関係が既知の場合を想定する． 

作用する地盤変位との間に生じる相対変位により，

直管には軸方向の地盤拘束力が作用する．これは直管

に発生する軸力 F の変化を意味するため式 1 が成立す

る(D:外径，τ:単位表面積あたりの軸方向地盤拘束力)．

ここでτは，管と地盤の相対変位δの関数である． 
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管と地盤の相対変位δは，作用する地盤変位と管の移

動量 u の差で表される．正弦波状の地盤変位分布の場

合，式 2が成立する．Lは地盤変位の波長，Uhは最大地

盤変位量である． 
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次に，管の移動量 u は原点における管の移動量 u0と原

点から位置xまでのひずみの積分値の和で表される(式

3)．ここで,原点における管の移動量 u0 は,座屈部など

の変形特性が異なる部位が存在することにより生じる

移動量,つまり,純粋な軸方向変形(式 3の右辺第 2項で

求められる変形)以外に起因する移動量を意味する． 
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応力-ひずみ関係をσ(ε)とすると，式 4の関係より式

5が導かれる．Sは管の断面積(定数)である． 

  SF        (4) 
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ここで式 3より，式 6が成立する． 
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これを式 5に代入し，式 7が得られる．式 2および式 7

より，正弦波状の地盤変位を想定した一般形として式 8

が導かれる(ただし dσ/dε≠0)． 
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安全側の評価結果を得るため x=L/4 において拘束がな

いものとすると，荷重 0つまりε=du/dx= 0 である．ま

た，式 3 より x=0 では u=u0である．これらの境界条件

を満たす x=0 でのひずみ(du/dx=ε)を求めれば，これ

を応力に変換し断面積を乗じることにより x=0 におけ

る作用荷重，すなわち，図 1 でバネとして表した変形

特性の異なる部位に作用する荷重が算定される． 

算定には数値積分を用いる．計算手順を以下に示す．

① x=L/4 における移動量 u として適当な値 uL/4を仮定

する． ② 既知となっている du/dx=εと，設定した応

力-ひずみ関係から dσ/dεを求める． ③ 式 8 により
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d2u/dx2を求める． ④ x を微減させた際の du/dx を前

ステップの d2u/dx2 と du/dx から，u を前ステップの

du/dx と u から求める． ⑤ ②～④を x=0 になるまで繰

り返す． ⑥ 算出された x=0 における u の値が u0と等

しくなるような uL/4の値を収束計算により求める． 

以上より，x=0 つまり評価対象部位に作用する荷重

F0と変位u0や x=0～L/4における軸力Fの分布等が算定

可能である． 
 

３．妥当性検証 

3.1 変形特性が一様な場合 

地震動を受けた一様な直管に生じるひずみの算定を

行った．一様な直管では u0=0 である．想定すべき地震

動特性は図 2 に示すように地盤の固有周期に依存する

形で設定した[1]．本手法による算定結果を，ガス耐震に

示される算定例と合わせて図 3に示す(なお，数値積分

の際の分割数は 100 とし，収束計算には MS-Excel のソ

ルバー機能を用いた)．図 3に示すように，本手法によ

り得られた管ひずみは，有限要素解析結果と一致した． 
 

3.2 変形特性が異なる部位を有する場合 

図 1 の中央に設定する変形特性が異なる部位の例と

して，図 4に破線で示す 2種類の荷重-変位関係を仮定

した．変形特性が異なる部位を対象とする場合には，

原点における管の移動量 u0 をいくつか設定し，それぞ

れの u0に対応する荷重 F0を算出する．得られた荷重-F0

と変位-u0を図 4に実線で示す．破線と実線が交わる点

が，設定した荷重-変位関係と作用する地盤変位のつり

あいを意味する．図 4より，荷重-変位関係 Aでは固有

周期によらず1mm程度の微小な変形に留まるのに対し，

Bでは固有周期0.8～1.0sにおいては交点が存在せず大

きな変形に至るという結果が得られた． 

一方，同様の状況を想定した有限要素解析結果を図 5

に示す．図 4に示した結果と同様，Aでは 1mm 程度の微

小な変形に留まるのに対し，Bでは 0.8～0.9s の固有周

期において大きな変形に至るという結果が得られた． 

以上より，本提案手法により，正弦波状の地盤変位

が作用した場合に生じる変形量を，有限要素解析と同

等の精度で算定できることが確認された． 
 

４．まとめ 

正弦波状の地盤変位が作用した場合を想定した直管

の変形量を，有限要素解析に比して簡便に算定できる

手法を新たに考案した．本手法は，評価対象となる配

管系の一部に変形特性が異なる部位が存在する場合に

も適用でき，また，材料の加工硬化特性をも考慮する

ことが可能である． 
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図 2 想定した地盤変位波長と最大変位 

図 3 変形特性が一様な場合のひずみ算定結果 

D=609.6mm, t=11.9mm,σ=Eε 

地盤ひずみ 

管ひずみ(ガス耐震算定式)

降伏ひずみ 

管ひずみ(有限要素解析) 

管ひずみ(本手法) ＊ 

図 4 変形特性が異なる部位を対象とした算定例(本手法)

図5 変形特性が異なる部位を対象とした算定例(有限要素解析)
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